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1 ．は じ め に
　都市圏をはじめとした有料道路の整備がいっそうの進展をみせており，最近では，2₀15年1₀月
末に圏央道の桶川北本 IC ～白岡菖蒲 IC 間が開通している．こうした道路の整備・運営について
は，一般道路であれ，有料道路であれ，さまざまな研究が存在している1）．このうち，都市圏にお
ける有料道路に対しては，その経済的な効果に焦点をあてた研究は少なからず存在しており，そ
の実証分析もより精緻なものとなっている．とりわけ，経済的な枠組みに基づく評価に関しては，
建設前の予測に伴う効果の検証や建設・供用後の実現した交通量等に基づく評価などがある．さ
らにこうした評価に加えて，完成したネットワークをいかに活用するかもひとつの論点であると
考えられる．
　活用方法に関わる選択肢には課金のあり方も含まれる．課金に関する研究には多くの蓄積があ
るだけでなく，こうした研究の内容を踏まえた施策も導入されている．例えば，首都高速では，
2₀16年 4 月より新たな料金体系に移行している．この料金体系の下で，ETC 車の基本料金は，現
行の「 6 km 毎の料金距離に応じて加算される料金体系」から「₀.1km 毎の料金距離に応じて1₀円
1 ）　高速道路と有料道路の用語の使い方に関して，周知のように，わが国において一般有料道路は高速
道路には含まれないものと整理されている．小論では，通行に対する課金をする道路全般を対象とす
るという意図から，有料道路という表現を用いることとする．
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単位で加算される料金体系」に変更されている．車種区分は現行の「 2 車種区分」から「 5 車種
区分」になる．これらの変更は，経済厚生の見地から，改善が期待されるものである．
　課金のあり方についての議論を除けば，道路インフラをいかに活用するかについての検討は，
道路の建設やそのための計画についての検討と比較すると，これまではあまり多くなかったよう
に思われる．しかしながら，塩見・山崎編（2₀11）などで検討されるように＂人口減少下＂の経済
情勢の下で，特に地域（地方）での交通・道路利用の促進などの文脈での道路の活用の議論も喚起
されつつある．地域だけでなく，都市圏のように特段の対応をしなくても需要が見込める地域に
おいても，交通利用の促進というよりはむしろ，渋滞や混雑の問題に対応するという問題を中心
として，多くの議論がなされている．都市圏に関していえば，わが国における有料道路の整備で
は，環状道路と呼ばれるものの整備が進展している．環状道路は，迂回移動による道路の混雑の
緩和や地域間の連結性の促進などの効果が期待されるものである．
　実際のところ，都市部において有料道路を有効に活用するためには，政策的な見地から，どの
ような論点が提起されうるのであろうか．そこで小論では，この問題に注目し，既存および今後
の建設・供用が見込まれる都市圏の有料道路をいかに戦略的に活用するかという視点から，特に
首都圏の環状道路に焦点をあてながら，いくつかの論点について若干の整理を試みる．小論で行
うことは，経済分析などで行われるような，新たな理論モデルの構築や実証分析結果の提示とい
うものではなく，むしろ筆者の関心の下，周知の事項とされているようないくつかの項目を抽出・
整理し，その性質や政策課題を検討するための基礎的な論点を簡単に整理するものであることを
付記する2）． 
2 ．財としての道路サービスの特徴
　はじめに，有料道路事業に関しての検討を行うに際して，財としての交通の特徴についていく
つかの基礎的な確認をしておく．これらは，交通経済学のテキストブックでもしばしば指摘され
る基礎的な事項である3）．ここで一般的にいわれるように交通を「ある地点から別の地点までの人
やモノの移動」と定義すると，財としての交通は，需要面と供給面それぞれから，以下のような
性質を持つとされる．
　交通の需要面の特徴としては次の特徴が指摘される．第 1 に，「即地財（即時財）」と呼ばれる性
質があげられる．「即地財」とは，出発地から目的地までの輸送が完結してはじめて，サービスが
提供されたとみなされる財を意味している．この「即地性」があるために，交通サービスには，
2 ）　小論は，手塚（2₀15）をもとにして，大幅な加筆を行ったものであることもあわせて付記する．
3 ）　例えば，岡野（1₉₉1）や山内・竹内（2₀₀2）などを参照されたい．
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あらかじめ大量に生産したサービスを保管しておいて，後になって供給するということはできな
い．いいかえれば，交通はサービスそれ自体の保管や貯蔵ができない．この意味で，交通サービ
スは「貯蔵不可能性」という性質も有している． 
　需要面の特徴の第 2 として，交通に対する需要は「派生的需要」であるといわれる．この「派
生的需要」とは，交通や輸送のサービスはそれ自体を利用することが目的ではなく，本来の需要
である「本源的需要」に派生して需要が生じるという性質を有している．道路で移動することを
念頭に置けば，この場合，「本源的需要」は目的地での行動等に対する需要が対応し，その目的地
までの移動に対する需要が「派生的需要」に該当する．このとき，短期的にみれば，交通に対す
る需要は「本源的需要」に依存するという意味で，相対的に需要の価格弾力性が低い傾向がある
と考えられる．また，この「派生的需要」は，「本源的需要」と比較して，需要を喚起することは
容易ではない．
　交通に関わる供給面での特徴としては，第 1 に，ネットワーク型の産業である，という点があ
げられる．有料道路事業や鉄道事業に関していえば，電気通信，電力，ガス，上下水道などのよ
うな公益事業と同様に，そのサービスの提供に際して，規模の大きなネットワークの整備および
運営をともなう．また，ネットワークの構築と拡張にあたっては，大規模な投資が必要となる．
このうち道路事業の投資の内容としては，周知のように，新規の道路建設のようなネットワーク
そのものを拡張するもの，車線数の増加などのような既存のネットワークの容量を拡張するもの，
さらには既存施設の老朽化にともなう更新に関連するものなど多岐にわたる．こうした投資は大
規模な傾向がある．別の言い方をすれば，ネットワークに関連して，基礎的な施設であるインフ
ラストラクチャー（インフラ）の整備に多額の資金が必要となる．また，この点に関連して，交通
分野の文脈で用いられる＂上下分離＂という用語がある．ここで，上部構造とは，ネットワーク
の利用・運営に関わるものを表し，下部構造とはネットワークのインフラ部分を指す．交通産業
が主として施設型の産業であるという見方は，この下部構造の整備・運営を行うことに対応して
いる．
　第 2 の供給面の特徴として，市場全体の「容量（キャパシティ）」の存在があげられる．短期的
にみて，道路，鉄道，航空，海運などの交通の市場では，市場全体で供給できる上限である「容
量制約」が存在する．この容量制約を超える需要が生じた場合には，短期的に， 1 ）容量以上の
供給を停止する， 2 ）需要量を調整するために価格が高騰する，あるいは 3 ）容量を超えて供給
することで何らかの質的低下をもたらすという意味での「混雑」が発生する，などのような現象
が生じる．公益事業の電力や電気通信などの他のネットワーク産業においては4），容量制約が生じ
4 ）　塩見編（2₀11）では，公益事業に焦点をあて，その第 1 章において公益事業の性質を，第 2 章にお
いてネットワークの経済的特性を整理するなど，公益事業に関わるさまざまな論点とその整理がなさ
れている．
72
て，停電や不通が生じたり，電圧が下がるなどの質的低下が生じることはほとんどない．それに
対して，道路や鉄道などの交通産業に関していえば，道路の渋滞や電車の朝のラッシュ時など混
雑という現象が問題として提起される．この混雑については，その影響が道路利用者あるいはそ
れ以外の第三者に対して影響を与えるという特徴（いわゆる外部効果）も有している．つまり，既
存の施設の容量を超える需要が生じ，結果として道路混雑という現象が発生した場合，渋滞や交
通事故率の高まり，広範囲では二酸化炭素の排出などの環境面への影響などのような形でその影
響が生じることになる．
　これらの点を踏まえると，交通のもうひとつの特徴として，政府の政策と関わりが深いことも
あげられよう．交通を含めたネットワーク型の産業は，規模の経済性にともなう自然独占の形成
を有していることも多い．それとともに，不特定多数が利用する，いいかえれば＂公（おおやけ）＂
に供用されるという性質もある．そのため，政策的な要請もあって，政府の直接的な供給や経済
的規制5）が行われてきた．このように，交通産業は事業者と政府との関わりが深い傾向がある．な
お，交通分野のサービス提供への政府の関与に関しては，安全性についての指摘もなされる．す
なわち，サービスは，＂公＂に供用されるものであり，その利用者は不特定多数に及んでいる．し
たがって，災害や事故に対してのアクシデントの影響が広範囲に及び，時として致命的な状態を
生じさせることがある．安全性については，社会的規制のあり方の議論も含めて，別途検討を行
う必要があるものの6），安全性を損なう事故のような事象が発生するか否かは，事前の段階では予
測できないものであり，不確実性をともなうものである．
3．都市圏における道路整備とその効果
　小論では，上で示したように，有料道路の中でも都市圏の有料道路の活用可能性に焦点をあて
るものである．都市圏は基本的に人口も多くその密度が高い地域である．したがって，概してそ
の交通量も相対的に多い．都市圏の中でもとりわけ首都圏の道路にはどのような特徴があるかを
確認しておこう．図 1 は，国土交通省関東地方整備局のホームページより首都圏の高速道路の整
備状況を示したものである．この図 1 からみてもわかるように，首都圏では，環状道路の整備が
進展しており，それぞれ外側から，圏央道，外環，そして中央環状線がある．都市部（首都圏）に
おける環状道路の活用に検討する際には，この環状道路の整備が進んでいることを踏まえる必要
がある． 
　同ホームページによれば，これら 3 環状の整備効果について，「渋滞緩和」，「物流の信頼性向
5 ）　経済的規制については，植草（2₀₀₀）などを参照されたい．
6 ）　手塚（2₀14）などは，この点について，航空産業の安全性の確保に焦点をあてて若干の検討を行っ
ている．
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上」，および「地域経済と雇用の創出」という 3 つをあげている．いうまでもなく，こうした期待
される効果を政策目標と設定するならば，それを達成するための論点はそれぞれ異なることにな
る．実のところ，道路の有効活用を促すという目的の下では，それに対応する「戦略」が必要と
なる．「戦略」という言葉自体は，経営学などの分野でより正確な概念の整理が行われているよう
である．さしあたって，ここでは目標のためにとりうる選択肢の集まりという意味で用いること
とする．
　与えられた目標の上で戦略を考える際には，それを実現するための選択肢を整理する必要があ
る．このような選択肢を考える場合，ごく当たり前の話ではあるが，①誰が決定しているか，②
何を操作変数としているか，③その結果はどのようなものか，という諸点が問題となる．そのう
ち，①に関していえば，それは，政府や国土交通省をはじめとした省庁，NEXCO 各社のような
各有料道路の事業主体，地方自治体，道路利用者，沿線住民など，多数の登場人物が存在する．
これらのうち，意思決定を行っている主体が誰かを明確に整理することは，目標を達成する上で
重要な論点である．②については，意思決定者が明確化されたとして，その主体がどのような事
項を決定・操作できるか，いいかえればどのような選択肢を有しているかについて，整理をして
おく必要があることを意図する．具体的には，料金（価格）の決定や投資決定，地域との関連に関
わる事業の決定などが，操作できる変数に対応するであろう．それに対して，移動需要（全体的な
交通量）の喚起については，前節で示した道路自体の派生需要である性質などを考慮すると，政府
図 1　首都圏の環状道路
出所 ）国土交通省関東地方整備局 HP（http://www.ktr.mlit.go.jp/honkyoku/
road/ 3 kanjo/progress/index.htm）
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や道路事業の主体からは直接的な操作は難しいものと思われる．
　補足すべき点として，特に有料道路の事業主体に焦点をあてると，①と②の点は，有料道路事
業のガバナンスにも大きく関連する．わが国の有料道路の制度的な特徴としては，水島（2₀12）に
詳しく示されているように，独立行政法人である日本高速道路保有・債務返済機構（機構）が高速
道路の資産を保有し，それを NEXCO 各社のような高速道路会社に貸し付ける7）という構造になっ
ている．高速道路会社は，利用者からの料金収入から機構に対して貸付料を支払い，機構は，そ
の貸付料から債務を45年間のうちに返済するとされている．この場合，ネットワーク・インフラ
の所有は公的主体である機構が行い，運営については各高速道路会社が行う，という特徴である．
この枠組みは，運営の部分とインフラの部分の＂上下分離＂が行われている，新規の道路建設が
行われる場合は，各高速道路会社が資金を調達してこれを行うが，その債務は機構が引き受け，
それらの資産も準公的な機関である機構に帰属するという形になる．また，道路料金の設定に関
しては，後藤（2₀15）の中でも触れているように8），価格規制の下におかれているため，価格決定
には政府・行政も関与して決定されることになる9）．料金設定については，かつての「1₀₀₀円高速」
のような政府主導による社会実験のような試みもなされている10）．これは，価格設定に対して政府
が関与することは， 2 節で示したような財としての道路の性質にも関連する．また，総じていえ
ば，建設であれ，料金設定であれ，こうした意思決定に際しては多様な関与する主体が関与して
いることが示され，意思決定者が必ずしも明確に特定できない可能性があることも示唆される11）．
しかしながら，戦略的活用という見地からは，これらの明確化は必要になると思われる．
　最後の③については，何らかの行動の結果生じる状態を評価するもので，目標と照らしてその
達成度が評価されうるものである．渋滞のないスムーズな交通流を確保することを目標とし，そ
れができたということであれば，それはひとつの結果となる．これらを踏まえながら，以下では，
上で示した「混雑緩和」，「物流の信頼性向上」，および「地域経済と雇用の創出」という整備に
よって期待される効果を目標とみなして，若干のコメントを与える．
7 ）　具体的には，2₀₀5年に道路関係四公団（日本道路公団，首都高速道路公団，阪神高速道路公団，本
州四国連絡橋公団）が廃止され，インフラを所有する主体である独立法人・日本高速道路保有・債務
返済機構と道路の運営を行う 6 つの高速道路会社（東日本高速道路株式会社，中日本高速道路株式会
社，西日本高速道路株式会社，首都高速道路株式会社，阪神高速道路株式会社，本四架橋連絡高速道
路株式会社）が設立され，現在に至っている．
₈ ）　後藤（2₀15）では，民営化される前の日本道路公団の時期も含めて， 2₀₀5年の民営化後の内容であ
るが，実際このようなガバナンスの構造を持つ事業運営について実証分析を行っている．
₉ ）　道路料金の設定に関する論点としては，手塚（2₀13）において検討がなされている．
10）　1₀₀₀円高速のような社会実験に対する経済学的な評価については，『研究討論会：1₀₀₀円高速割引の
費用便益分析』（日交研シリーズ B ─15₉，2₀13年）がある．
11）　手塚（2₀16）では，これを「政策的な不確実性」と呼んでいる．
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4 ．混雑緩和とその政策対応
　最初に， 3 つの項目のうち「混雑緩和」を目標とした場合に生じる課題について検討する． 2
節で示したように，道路の性質は，貯蔵が困難であることと容量制約が存在することにある．容
量を超えた需要が生じるときに混雑が生じ，短期における需要の価格弾力性が低いことから，特
定の期間や時間帯において利用料の集中・渋滞を引き起こす．都市圏における環状道路を整備す
る目的のひとつは，都市中心部に対する通過交通を迂回させることで，中心部の混雑緩和を目指
すものである．混雑緩和は交通量が容量を下回ればよいということになる．このような政策目標
を達成するためには，Ⅰ）環状道路の完成，Ⅱ）環状道路のアクセスに対するボトルネックの解
消，Ⅲ）料金設定等による交通流のコントロールの可能性などの論点が考えられる．
　まず，Ⅰ）およびⅡ）については，建設・供用ということが選択肢の中心となる．つまり，建
設を促し，ネットワークを完成させることによって交通流の円滑化に寄与するということである．
その一方で，ボトルネックの解消についても，ネットワークの供用後も議論として提起されうる
ものである．表 1 は，国土交通省による12）『平成27年度・年間の高速道路渋滞ワーストランキング』
のインターチェンジ区間別のものの一部を示したものである．このランキングの中では，
NEXCO 3 社および本四高速における平成27 年の渋滞による損失を計算しており，その時間の合
計は 2 億人・時間で，これは，年間で約1₀ 万人分の労働力に相当し，全2632区間のワースト 1 割
の区間（263 区間）で渋滞損失全体の約 4 割が発生していると指摘している．ひるがえって，混雑
の緩和という目標を達成するには，全体としての特定の路線への交通量の集中のみならず，これ
らのボトルネックの解消が求められることになる．実際，同ランキングによれば，上位3₀位の渋
滞損失時間のうち，およそ 5 割が時速4₀km 以下となる渋滞が発生し，その65％が（工事などが原
因ではない）交通集中によるものであるとしている．このような対策については，環状道路のネッ
トワークを完成させるだけでなく，環状道路のノードに位置づけられるジャンクションやイン
ターチェンジのような地点でのアクセスの改善なども必要となるであろう．事業主体の見地から，
そこで操作可能となる変数は，建設や道路情報の提供あるいは価格設定などが想起される．
　次に，Ⅲ）については，建設・整備のようなハードな手段ではなく，価格設定などのようにソ
フトな手段を用いて交通流をコントロールすることである．このようなソフト面の手段の中でも
料金設定に関しては，例えば，根本・味水（2₀₀₈）のような対距離課金の導入可能性や混雑料金の
導入などといった，研究面・実務面において極めて多くの蓄積がある．こうした課金方法による
ものに加えて，ソフトな手段の中には，本源的需要を喚起して，全体的な交通量をコントロール
12）　国土交通省 HP　http://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-data/pdf/ranking_3.pdf
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するような内容も含まれる．通常の経済学の文脈で議論される道路課金の議論は，不確実性の議
論を除いては需要曲線ないしは個々人の選好などが既に与えられたもの（所与）として議論され
る．これに対して，本源的需要を喚起することは，もともと所与であるものを操作するというこ
とになる．しかしながら，これまでに述べたように，高速道路会社のような事業主体にとって，
全体的な交通量それ自体を価格やそれ以外の経営努力等の手段を用いてコントロールすることは
容易ではない．加藤・手塚編（2₀14）の第 4 章の中でも触れているように，例えば英国では，1₉₉₀
年から道路に対して PFI（Private Finance Initiative）や PPP（Public Private Partnership）のス
キームが導入されていた．この道路事業に対する PFI/PPP の適用について，経営努力やマーケ
ティングなどを用いて，当該道路の需要喚起およびそれに伴う収入の増加が期待されていたもの
の，期待される結果はもたらされない傾向があった．そのため，当初は事業では独立採算方式や
シャドートール方式13）のように交通量そのものを成果指標としていたものが，その後，質的な成果
指標に基づいて，委託を行う行政の側が事業者に対して支払いを行うスキーム（アベイラビリ
ティ・フィー）にとって代わっている．このように道路の全体的な交通量について，価格の操作や
本源的需要の喚起などを通してコントロールすることは，当事者の操作可能な変数を用いるだけ
では，容易ではないことが示唆される．
　全体的な交通量や交通需要のコントロールが困難であると考えられる一方で，環状道路のよう
13）　シャドートール方式とは，独立採算制のように，道路利用者から直接利用料金を採用するのではな
く，道路運営事業者と政府当局のとの間での契約に基づき，交通量に依存して政府当局が（公的な資
金から）支払いをする方式を指す．
表 1　平成27年度インターチェンジ区間別・渋滞ワーストランキング（年間合計，1₀位まで）
順位 渋滞損失時間 都道府県 路線名 方向 区間名
1 134 東京・神奈川 東名高速道路 上り 海老名 JCT ～横浜町田
2 126 神奈川・東京 東名高速道路 上り 東名川崎～東京
3 1₀7 神奈川・東京 東名高速道路 下り 横浜町田～海老名 JCT
4 1₀1 東京 中央自動車道 上り 調布～高井戸
5 1₀₀ 兵庫 中国自動車道 上り 西宮山口 JCT ～宝塚
6 ₉₀ 神奈川 東名高速道路 上り 秦野中井～厚木
7 ₈5 大阪・兵庫 中国自動車道 下り 中国池田～宝塚
₈ ₈4 三重 東名阪自動車道 上り 亀山 JCT ～鈴鹿
₉ ₈2 愛知 東名高速道路 下り 豊川～音羽蒲郡
1₀ ₈₀ 山梨 中央自動車道 上り 大月～上野原
　注） 1．上り・下り（内回・外回）を分けて集計．
　　　 2．対象は 7時～1₉時（12 時間）．
　　　 3．渋滞損失時間とは，混雑により余計にかかる時間（単位：万人・時間 / 年）を表す．
出所）国土交通省 HP　http://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-data/pdf/ranking_3.pdf
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なネットワークが構成されていれば，全体的な交通量を喚起しなくとも，与えられた交通量の水
準の下で，価格を用いた交通流の操作が可能な場合がある．この点に関連して，図 2 のように，
通常，区間が AB のような 1 つの線（リンク）であれば，操作できるのは，この線の通過する全体
的な交通量のみである．この交通量と道路容量との比較において混雑の発生が決まる．しかしな
がら，AB 区間に至る間に C，D，E のような形で複数のノード（結節点）があるとすれば，全体
としての需要量が同じであるにしても，道路利用者のノード選択を誘導し，各リンクに交通量を
分配することによって，交通量の調整は可能であると思われる．環状道路が複数形成されること
は，ジャンクションに対応するノードの数が増えることを意味する．加えて，多くの文献で議論
されているように，少なくともモデルの上ではそれぞれの経路はその一般化費用が等しくなるよ
うな形で形成されることになる．
　総じて，料金設定を通したコントロールは，混雑が生じている道路に対して，価格の適用可能
性が高まるという見地からも重要な役割を有するものと確認されうる．いいかえれば，「混雑の緩
和」という政策の目標の下で，「料金（価格）」は，（実際はともかく理論の上では）それを実現する
ために事業主体が操作可能な変数である．この場合，目標の実現に際しての価格設定も含めた適
切な「戦略」が必要となる．
図 2　複数経路と選択肢
出所）手塚（2₀15）
１つの線のケース 
A B  
複数のノードがあるケース
 
 
A B  D  
C  
E  
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5 ．物流の信頼性の向上と制度設計
　次に「物流の信頼性の向上」について触れる．都市圏において環状道路の供用は，利用者に
とっての選択の幅を広げることで，交通混雑の緩和およびそれに伴う経済効果を享受できる可能
性がある．むろん，これは人の流れにとどまらない．環状道路によって貨物輸送の車両に首都圏
の迂回移動を促すことで，交通渋滞を緩和させ，スムーズな交通流を確保することは，「物流ネッ
トワークの強化」や「物流の信頼性の向上」に寄与することにもつながると考えられることから，
その利益は，物流に対しても当てはまる．ところで，人流と異なり物流は，移動する主体が直接
的な意思決定により経路選択を行わない．いいかえれば，モノそのものは自分でその輸送ルート
を選択しない．したがって，こうした輸送経路については，ドライバーないしは物流を担当する
物流事業者等が決定をすることになる．
　この場合，輸送コストの視点から，燃料費とそれに伴う移動距離が，また，輸送の信頼性とい
う視点からは，時間ということがそれぞれ考慮されることになる．それらを踏まえて，輸送計画
を担う事業者は，全体としての費用（一般化費用）を少なくするような選択をすると考えられる．
さらに，物流事業者の見地からすれば，物流センターなどの効果的な配置についても，単純な線
の状態に比べて，環状線になれば，配置の対象となる選択肢が多くなり，その分だけ柔軟な形で
の輸送経路等の確保が可能となる可能性がある．こうしたことを踏まえた表現が，おそらく「物
流ネットワークの強化」という表現とも関連付けられると思われる．この場合，道路の事業主体
や行政の見地から，「物流の信頼性の向上」という目標を掲げる場合には，こうした物流事業者の
インセンティブと整合的な制度設計をいかに行うかが課題となり，それを実施するための選択肢
を整理した上で，適切な選択を行うことが必要になる．
　この点に関連して，塩見・斉藤（1₉₉₈）から斉藤・矢野・林（2₀15）に至るまでの間に，物流や
ロジスティクスにそれに関わる概念が進展している．とりわけ，ロジスティクスやサプライ
チェーンマネジメントの文脈では，輸送を行う主体だけでなく，原材料の調達から最終消費者に
至る垂直的なプロセスに関わるさまざまな主体が関与する．したがって，「物流の信頼性」をより
広範な意味でとらえるならば，制度設計においてはこれらの主体との関連性についても考慮する
必要があるかもしれない．
6．地域経済に与える影響と本源的需要の創出
　最後に，地域経済に与える影響に関していくつかのコメントを加える．高速道路のインター
チェンジの開業は，当該地域と他の地域との連結を促す効果はある．こうした効果が十分に大き
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く，それによって自動車や人の移動が極めて大きくなることで，当該地域の経済に対して何らか
の効果を与える可能性がある．しかしながら，こうした効果を享受するための前提としては，も
ともとの本源的需要に依存して決まる部分が大きいと考えられる．すなわち，地域経済の活性化
や雇用の創出については，道路やインターチェンジの完成に伴って，新たな需要を喚起し，それ
に伴う地域の活性化などを通して生じる利益をいかに還元・享受するかが焦点となる．地域の活
性化などという目標は，道路の派生需要という性質上，単に環状道路が建設・供用されただけで
実現できるというわけではない．また，本源的需要を創出・喚起するという点では，政府や各道
路事業者の持つ選択肢だけで，この目標を実現するのは容易ではなく，さまざまな主体との間の
相互関係によって喚起されうるものである．こうした需要創出や需要喚起などに関わる検討は，
需要を所与として考える傾向にある経済学よりは，むしろ経営学やマーケティングなどで検討さ
れる側面が強い．したがって，詳細に検討することは，別の機会に譲りたい．
　さしあたって，ここで言及するのは，環状道路の完成に伴う地域の活性化や雇用の創出という
ような目標を達成するためには，既存の施設に対してソフトな側面の選択肢の活用，さまざまな
主体の関与，コーディネートが重要である，ということである．このうちソフトな側面の選択肢
には．PR 能力やイベントの実施などが含まれると考えられる．例えば，園央道に関して，
NEXCO 中日本の富士山と富岡製糸場という 2 つの世界遺産を結ぶルートの利用を促すキャン
ペーンなどのように，需要の創出を促すようなソフトな側面での選択肢はある14）．こうした選択肢
の検討は，これまで交通経済学などの分野では，深く扱われなかった内容であるものの，今後よ
り重要になると思われる．最近では，こうした高速道路の活用可能性について検討したものとし
て，佐滝（2₀16）がある．同書はいわゆる一般書であるものの，サービスとしての高速道路に着目
したものとしては新しい視点を付与しているといえる．高速道路の戦略的な活用の可能性につい
ての示唆を与える内容が含まれている．
　付け加えることとして，ソフトな側面の選択肢を有効に活用するためには，関連する主体との
コラボレーションも重要な役割を有している．この場合の関係する主体には，地域の企業であっ
たり，行政，地元住民などが関わることになる．そして，地域の活性化などの目標を達成するた
めには，これを実現するためのコーディネーターたる主体が必要となるであろう．
7．むすびにかえて
　ここまで，都市圏の有料道路の活用についての検討を，財としての性質を踏まえ，「目標の設
14）　このほかにも，NEXCO 各社ではサービスエリア等におけるマーケティング活動などもソフトな側
面での選択肢に含まれると考えられる．
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定」や「戦略」ないし「選択肢」などのキーワードを念頭に置きながら，若干の整理を試みた．
総じていえば，都市圏のような需要が多いことが考えられる地域に環状道路が開通することは，
経路等に対する選択肢が増加することになる．そして，それに伴って，混雑緩和などの政策目標
を実施するための選択肢も増えると考えられる．さらに，道路を有効に活用する場合は，既存の
需要を所与としたアプローチとは別に，本源的需要の創出・喚起の可能性についても別途検討す
る必要があることも示唆された．検討にあたっては，道路自体は派生的な需要であることから，
本源的需要との関わりについても検討することが求められる．いずれにしても，こうした選択肢
の増加に際して，有料道路の有効な活用という課題に対しては，「戦略的」な見地からの検討がよ
りいっそう求められる．つまり，明確な目標の設定，目標を達成するために関与する主体の把握，
目標を実施するための取りうる選択肢の整理などを検討することが必要になる．他にも，意思決
定者が多岐に及ぶことが考えられるため，その目標の実施に向けては，全体的なコーディネー
ションも必要となるであろう．
　さらに付記することとして，小論においては触れなかったものの，ダイナミックな環境におけ
る政策対応のあり方も論点となるであろう．例えば，需要喚起を議論する場合，景気状況をはじ
めとする経済環境などによってその内容は影響を受ける．こうした経済環境は，時間によって変
化するものである．他にも，自動運転技術のような道路の財の性質を変えるようなイノベーショ
ンが生じ，それが実際に定着すれば，こうした戦略は大きく変わることになるであろう．した
がって，道路の戦略的な活用においてもそのような準備が必要であるのに加えて，各時点におけ
る見直しと設定が必要になると考えられる．
謝辞： 執筆にあたり筆者が塩見英治先生よりこれまでに賜った学恩に心より感謝を申し上げるとともに，
このような機会を与えていただいた編集委員会にも御礼を申しあげる次第である．いうまでもな
く，文責はすべて筆者に帰する．
参 考 文 献
植草益（2₀₀₀）『公的規制の経済学』NTT 出版．
岡野行秀（1₉₉2）「交通サービスの特徴と交通政策の目的」藤井彌太郎・中条潮編『現代交通政策』東京
大学出版会， 3 ─ 7 頁．
加藤一誠・手塚広一郎編（2₀14）『交通インフラ・ファイナンス』成山堂．
後藤孝夫（2₀13）『道路政策の経済分析』同文館出版．
斉藤実・矢野裕児・林克彦（2₀15）『物流論』中央経済社．
佐滝剛弘（2₀16）『高速道路ファン手帳』中央公論新社．
塩見英治編（2₀11）『現代公益事業─ネットワーク産業の新展開』有斐閣．
塩見英治・斉藤実編（1₉₉₈）『現代物流システム論』中央経済社．
塩見英治・山﨑朗編（2₀11）『人口減少下の制度改革と地域政策』中央大学出版部．
都市圏の有料道路に対する戦略的活用（手塚） 81
手塚広一郎（2₀13）「有料道路におけるネットワークに対する課金とその論点」『Nextcom（KDDI 総研）』
第13巻，14─23頁．
手塚広一郎（2₀14）「航空分野の事故リスクと資本市場の反応」塩見英治・谷口洋志編『現代リスク社会
と 3 ・11複合災害の経済分析』中央大学出版部，67─₈2頁．
手塚広一郎（2₀15）「都市圏の環状道路の活用と課題─整理の試み─」『高速道路と自動車』第5₈巻第 7
号， 5 ─ ₈ 頁．
手塚広一郎（2₀16）「有料道路事業と民営化─再確認の試み─」『社会イノベーション研究（成城大学）』
第11巻第 1 号， 1 ─14頁．
根本 敏則・味水佑毅編（2₀₀₈）『対距離課金による道路整備』勁草書房．
水島治（2₀12）「高速道路の新設における道路会社の資金調達とその法的課題」『高速道路と自動車』第55
巻第 6 号，21─3₀頁．
山内弘隆・竹内健蔵（2₀₀2）『交通経済学』有斐閣アルマ．
（日本大学経済学部教授　博士（商学））

